
（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

検討中 ●

　茨城県水道ビジョン（R4年2
月策定）において示され，２０５
０年に 1県 1 水道とすることを
目指している。
　広域化の概要について，ま
ずは水道用水供給事業（県企
業局）と水道事業（市町村等）
の経営の一体化を10年間で取
組む事項としており，その後20
年間でサービス・料金の統一
を目指す。

　令和4年度から，県の用水供給区域ごとに地域研究部会とし
て，検討・協議を行っている。
　交付金活用による施設整備の推進・自己負担額の抑制と
いったメリットがある一方で，事業統合後の災害対応、複数水
源（自己水源）確保，サービス水準の維持と事業体間の公平
性確保，例規等の整備，職員の身分移管など労働条件の調
整などの課題がある。

年 月 日

百万円(年)

施設管理の
共同化

管理の一体化

実施済
経営統合

施設の
共同設置・利用

実施予定

取組事項 （水道事業）広域化等

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

●

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名 事業名 施設名

常総市 水道事業

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況



（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

（取組の概要） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

百万円(年) 効果額未算定（導入後20年以上が経過し，比較検討が困難で
あるため）

検討中

14 10 1

実施予定 年 月 日

実施済 ● ユーティリティ調達・小規模修
繕を含め民間に委託すること
で手配業務の省力化を行うと
ともに、プロポーザル方式の選
定を行うことで民間の力を活用
し管理水準を向上させた。特
に当市では災害発生時の対応
力を重視しており、提案項目に
それを盛り込むことで適した業
者と包括的民間委託を行って
いる。

これまで蓄積した運転デー
タ、運転ノウハウを活用し、設
備管理値の設定、マニュアル
類の整備、インプット・アウト
プットの収支を確実に管理し
ながら、長寿命化を意識した
処理施設の運転管理や適切
なユーティリティ管理及び計
画的な予防保全・修繕による
小規模を実施し、維持管理費
用のコスト縮減を図れるよう
委託をした。

平成

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

39 百万円(年) ・効果額　　39百万円（年）
・内　 訳（万円）
　①建設改良費　  年▲1,645
　②維持管理費　　年▲2,286　　　    計：年▲3,931

検討中

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施設
の選択（最適化）

実施予定 ●  ● ●

 ● ●   

処理場廃止あり 処理場廃止なし

●  年 月 日

公共下水･流域下
水の統合

公共下水同士
の統合

集落排水･公共下水と
の統合

特環下水と公共下
水との統合

その他

令和

●

34 3 31

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済
汚水処理施設の

統廃合

令和8年度に下水道事業概成を
迎えることから，市内下水道施設
（公共下水道，農業集落排水）を
公共下水道へ統合し，維持管理
費縮小等を図る。

● ●

施設名

常総市 下水道事業 公共下水道

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名 事業名

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況



（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

39 百万円(年) ・効果額　　39百万円（年）
・内　 訳（万円）
　①建設改良費　  年▲1,645
　②維持管理費　　年▲2,286　　　    計：年▲3,931

検討中

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施設
の選択（最適化）

実施予定 ●  ● ●

 ●   

処理場廃止あり 処理場廃止なし

●  年 月 日

公共下水･流域下
水の統合

公共下水同士
の統合

集落排水･公共下水と
の統合

特環下水と公共下
水との統合

その他

令和

●

34 3 31

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済
汚水処理施設の

統廃合 　「経済財政運営と改革の基本方
針2017」において令和4年度まで
の広域化推進明記をきっかけとし
て、市内農業集落排水施設、特
定公共下水道施設の公共化（公
共下水道への統合）に係る検討
を進め、令和5年3月に第4回の改
定がなされた生活排水ベストプラ
ン（茨城県）において、公共下水
道事業へ統合し施設の集約化を
推進するものと位置付けた。

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

●

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名 事業名 施設名

常総市 下水道事業 特定公共下水

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況



（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

（取組の概要） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

百万円(年)
効果額未算定（導入後17年以上が経過し，比較検討が困難で
あるため）

検討中

17 10 1

実施予定 年 月 日

実施済 ● ユーティリティ調達・小規模修
繕を含め民間に委託すること
で手配業務の省力化を行うと
ともに、プロポーザル方式の
選定を行うことで民間の力を
活用し管理水準を向上させ
た。特に当市では災害発生時
の対応力を重視しており、提
案項目にそれを盛り込むこと
で適した業者と包括的民間委
託を行っている。

これまで蓄積した運転デー
タ、運転ノウハウを活用し、設
備管理値の設定、マニュアル
類の整備、インプット・アウト
プットの収支を確実に管理し
ながら、長寿命化を意識した
処理施設の運転管理や適切
なユーティリティ管理及び計
画的な予防保全・修繕による
小規模を実施し、維持管理費
用のコスト縮減を図れるよう
委託をした。

平成

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

39 百万円(年) ・効果額　　39百万円（年）
・内　 訳（万円）
　①建設改良費　  年▲1,645
　②維持管理費　　年▲2,286　　　    計：年▲3,931

検討中

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施設
の選択（最適化）

実施予定 ●  ● ●

 ●   

処理場廃止あり 処理場廃止なし

●  年 月 日

公共下水･流域下
水の統合

公共下水同士
の統合

集落排水･公共下水と
の統合

特環下水と公共下
水との統合

その他

令和

●

34 3 31

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済
汚水処理施設の

統廃合 　「経済財政運営と改革の基本方
針2017」において令和4年度まで
の広域化推進明記をきっかけとし
て、市内農業集落排水施設、特
定公共下水道施設の公共化（公
共下水道への統合）に係る検討
を進め、令和5年3月に第4回の改
定がなされた生活排水ベストプラ
ン（茨城県）において、公共下水
道事業へ統合し施設の集約化を
推進するものと位置付けた。

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

●●

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名 事業名 施設名

常総市 下水道事業 農業集落排水施設

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況


